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5 24 22 12 2
8% 37% 34% 18% 3%
パパ休暇 出産後８週間以内に育休を取得した場合、原則一人1回のみの育休を期間を空けて再取得できる。 2 0 12 27 24
3% 0% 18% 42% 37%
時短勤務 ３歳未満の子どもを育てている従業員が希望すれば「短時間勤務」を利用できる。 3 6 13 22 21
5% 9% 20% 34% 32%
育児休業の延長 保育園が見つからない場合に子が満2歳になるまで育休期間を延長できる。 1 8 16 19 21





1 3 7 13 41
2% 5% 11% 20% 63%
所定外労働の免除 ３歳未満の子がいる場合は、申し出により、会社との契約における所定時間を超えた残業を免除される。 1 0 0 17 47
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評価項目 ５ ４ ３ ２ １
女性社員数 2 14 29 15 5
3% 22% 45% 23% 8%
女性社員比率 1 17 31 13 3
2% 26% 48% 20% 5%
女性社員平均勤続年数 6 29 19 10 1
9% 45% 29% 15% 2%
平均勤続年数の男女差 4 15 22 19 5
6% 23% 34% 29% 8%
30-39歳女性社員数 4 2 27 28 4
6% 6% 42% 43% 6%
30-39歳女性社員比率 3 7 24 27 4
5% 11% 37% 42% 6%
離職者における女性比率 7 17 21 15 5
11% 26% 32% 23% 32%
女性の大卒（新卒）採用数 10 23 19 10 3
15% 35% 29% 15% 5%
大卒採用者のうち女性比率 6 30 15 12 2
9% 46% 23% 18% 3%
新卒女性３年後定着率 8 30 17 9 1
12% 46% 26% 14% 2%
女性管理職比率（課長以上の管理職における女性の占める割合） 2 19 28 11 5
3% 29% 43% 17% 8%
女性管理職比率の目標の有無 3 12 30 15 5
5% 18% 46% 23% 8%
女性役員の有無 6 15 27 13 4


















評価項目 ５ ４ ３ ２ １
法定（産前６週産後８週間）以上の産休期間 16 33 13 2 1
25% 51% 20% 3% 2%
産休取得者数 19 31 15 0 0
29% 48% 23% 0% 0%
法定（子どもが１歳の誕生日まで）以上の育休期間 18 32 14 1 0
28% 49% 22% 2% 0%
育休取得者数 20 31 14 0 0
31% 48% 22% 0% 0%
男性社員の育休取得実績 9 18 28 8 2
14% 28% 43% 12% 3%
育児休業後復職率 15 27 20 2 1
23% 42% 31% 3% 2%
配偶者の出産休暇（妻が出産時の特別休暇）制度の有無 12 26 16 8 3
18% 40% 25% 12% 5%
法定（子どもが３歳の誕生日まで）以上の時短勤務制度 11 30 18 5 1
17% 46% 28% 8% 2%
介護休業取得者数 6 24 28 5 2
9% 37% 43% 8% 3%
法定（対象１人につき合計93日まで）以上の介護休業制度 5 19 32 7 2
8% 29% 49% 11% 3%
事業所内託児施設の有無 5 13 32 12 3
8% 20% 49% 18% 5%
育児サービス費用補助制度の有無 7 20 26 9 3
11% 31% 40% 14% 5%
独自のユニークな両立支援制度の有無・内容 7 10 33 13 2
















評価項目 ５ ４ ３ ２ １
30歳平均賃金 13 39 11 2 0
20% 60% 17% 3% 0%
有給休暇取得率 23 36 3 2 1
35% 55% 5% 3% 2%
有給休暇取得日数 22 37 3 1 2
34% 57% 5% 2% 3%
月平均残業時間 24 33 7 1 0
37% 50% 11% 2% 0%
10年目定着率 8 18 26 11 2
12% 28% 40% 17% 3%
新卒入社者全体の３年後定着率 10 29 21 4 1
15% 45% 32% 6% 2%
退職後の再雇用制度 7 19 29 7 3
11% 29% 45% 11% 5%
勤務形態の柔軟化に関する諸制度（在宅勤務など） 6 19 30 8 2
9% 29% 46% 12% 3%
モチベーション向上への諸制度（成果報酬など） 5 27 25 7 1
8% 42% 8% 11% 2%
能力向上促進への諸制度（資格取得支援など） 6 26 22 9 2
9% 40% 34% 14% 3%
地域限定総合職の有無 4 17 27 14 3
6% 26% 42% 22% 5%
配偶者の転勤に伴い自身の転勤や休職を認める制度 8 23 27 5 2
12% 35% 42% 8% 3%
正規雇用（正社員）と非正規雇用（パートなど）の転換制度 9 17 29 7 3
14% 26% 45% 11% 5%
能力評価の基準と結果の本人への公開 5 9 40 8 3








名称 ５ ２ ３ ２ １
えるぼし認定企業（女性の活躍推進に関する状況等が優良な企業として
厚生労働省から認定を受けた企業） 0 0 0 6 59




0 1 3 2 59
0% 2% 5% 3% 91%
くるみん認定企業（「子育てサポート企業」として厚生労働省が認定した
企業） 0 0 4 9 52
0% 0% 6% 14% 80%
なでしこ銘柄（経済産業省と東京証券取引所が共同で、女性活躍推進に
積極的に取り組み、優れた成果をおさめている上場企業を認定） 0 0 1 3 61
0% 0% 2% 5% 94%
ポジティブ・アクション推進企業（人材採用・登用の際の男女格差を解消
するための取り組みを行っている企業。厚生労働省） 0 1 2 7 55
0% 2% 3% 11% 85%
ダイバーシティ企業100選（女性、外国人を始めとした多様な人材の能力
を活かし、価値創造につなげている企業。経済産業省） 0 0 2 10 53
0% 0% 3% 15% 82%
重視度（n=65）
名称 ５ ２ ３ ２ １
えるぼし認定企業（女性の活躍推進に関する状況等が優良な企業として
厚生労働省から認定を受けた企業） 6 21 24 14 0




6 35 18 5 1
9% 54% 28% 8% 2%
くるみん認定企業（「子育てサポート企業」として厚生労働省が認定した
企業） 12 24 22 7 0
18% 37% 34% 11% 0%
なでしこ銘柄（経済産業省と東京証券取引所が共同で、女性活躍推進に
積極的に取り組み、優れた成果をおさめている上場企業を認定） 4 19 42 10 1
5% 25% 55% 13% 1%
ポジティブ・アクション推進企業（人材採用・登用の際の男女格差を解消
するための取り組みを行っている企業。厚生労働省） 6 25 25 9 0
9% 38% 38% 14% 0%
ダイバーシティ企業100選（女性、外国人を始めとした多様な人材の能力
を活かし、価値創造につなげている企業。経済産業省） 2 17 33 12 1
3% 26% 51% 18% 2%
– 167 –
企業における女性の働きやすさと活躍推進に対する女子大学生の意識
としては全く認識されていないといっていい。
　しかしながら、重視度についてみると、「４かなり重視する」以上の回答の割合は、えるぼ
し認定企業（41％）、ファミリーフレンドリー企業（63％）、くるみん認定企業（55％）、ポジティ
ブアクション推進企業（47％）と、格段に増える。残るなでしこ銘柄およびダイバーシティ企
業100選についても、「３わからない」がそれぞれ55％と51％で半数以上を占めており、「２ほ
とんど重視しない」以下の回答割合はそれぞれ14％と20％で少ない。すなわち、これらの認定
企業制度は、認知度はかなり低いものの、このような制度があるということを認識すればそれ
を重視する学生はきわめて高くなることがわかる。
５．考察と示唆
（１）女性の働きやすさに関する事項についての認知度の低さ
　女性が働き続けやすくするための法律と女性が働きやすい企業への認定制度のいずれにおい
ても、女子学生の認知度は総じてきわめて低かった。ファミリーフレンドリー企業（1999年表
彰開始）やくるみんマーク認定企業（2007年認定開始）など、かなり歴史があり女性の雇用の
現場では常識のような認定制度さえも、他のより新しいものと認知度の差はなかった。女性の
働きやすさを示す指標については重視度のみを測ったが、これも学生にとっては初めて見聞き
した項目が多数含まれていたと予想される。そこでも、「育児・介護」と「働き続けやすさ」
に比べて「女性の活躍」に関する指標は総じて重視度が低かった。「女性の活躍」に関する指
標の中で重視度が高かったのは女性の大卒採用数、大卒採用者のうちの女性比率、新卒女性３
年後定着率などであり、自身の直近の関心事である就職活動に直接関わるものが多い。女性が
企業で働き続けることについて、個人的・短期的な視点での関心にとどまり、社会的・長期的
な視点での関心は持てていないといえる。
（２）認知度と重視度の乖離と授業などでの知識提供の重要性
　それぞれの項目についての認知度は低くても、重視度はそれなりに高く、働き続けることへ
の意欲は高いといえよう。認知度と重視度に乖離があるということは、それだけ教育の重要性
が浮き彫りになる。高校までのキャリア教育は職業選択に重点が置かれているが、大学でのキャ
リア教育では、人生設計の視点から、企業や制度に関する理解を高めさせることがより納得の
いく企業選択、働き方選択につながるだろう。
　また、今回は女子学生のみに焦点を合わせたが、育児・介護は女性だけの問題ではなく、男
性も育児・介護の当事者として、または同じ職場でともに働く存在として関わる課題でもある。
男女いずれにおいても希望する者が働き続けられる社会を目指すならば、男子学生に対しても
知識提供して認知度を高めることは、女子学生と同等もしくはそれ以上に重要だと考えられる。
（３）質問票調査を授業内で行うことの意義
　女性の活躍推進を実現するための法律や諸制度、認定企業について、女子大学生はその存在
そのものをほとんど認識していないことが分かった。就職活動を数か月後に控え、インターン
シップへの積極的な申し込みも終えていた３年生７月という時期においてさえ、このような結
果であったことは筆者にとっても衝撃であった。
　であればこそ、このようなアンケートは、実態把握のためだけでなく、教育ツールとしても
利用可能であろう。今回の調査においては、質問用紙の冒頭に「この用紙はアンケートの形式
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をとっていますが、同時に、このような制度や指標があるということを皆さんに知ってもらう
という目的も兼ねていますので、ぜひ全文に目を通してください」という一文を付けておいた。
そのためか、回答項目の欠損値は一つもなかったし、適当に記入したと明らかに分かるもの（全
て１とする、など）はなかった。また、１と２の法律や指標については読むだけで内容が分か
るようにアンケート項目の中に解説を記載し、３の認定企業についてのアンケートではそれぞ
れの認定マークをあわせて掲載して説明を行った。アンケートを15分程度で実施して終了とす
るのではなく、関連資料を提示したり、集計結果に基づいて議論させるなど、90分の授業とし
ても十分なボリュームの内容となりえる。これらの内容について、最初から解説のみを行うだ
けよりも、自分がいかに認知していないかを学生に認識させるというステップを踏んだ方が、
後のディスカッションなどもより深まるだろう。
６．結びと今後の課題
　本研究では、女子大学の３年生を対象として、女性の働きやすさと活躍推進に関する意識に
焦点を合わせた質問票調査を行った。今後の研究課題としては、同じ内容のアンケートを短期
大学部１年生にも実施し比較することで、同じように就職活動を控えた時期にある短期大学部
学生と四年制学部学生の両者の間での意識の共通点と相違点を明らかにしたい。また、女性が
働きやすい企業であることを示す認定制度の認知度と重視度の乖離に焦点を合わせて、学生の
価値観や行動特性をより詳細に分析することも意義深いだろう。
　さらに、入社３年以上経過した実務経験ある人々を対象として、「もう一度就職活動をする
ならどの項目を重視するか」について質問し、比較調査することで、より意義深い企業選択行
動を行うための示唆を得ることも可能となるだろう。育児・介護や働きやすさは女性だけの問
題ではないので、男子学生の認識についての実態把握や意識向上も今後の課題としていきたい。
注
１　以下の記述は、日本経済新聞2018年8月29日朝刊に基づく。
２　 この項目は、東洋経済が発表した「女性が働きやすい会社ベスト100」選定に使用されたCSR企業総覧（雇用・
人材活用編）の人材活用データの項目に基づき、著者が一部修正して作成した。修正した項目は以下のとお
りである。
　【１　女性の活躍】（削除した項目）女性部長比率
　【２　育児・介護】（追加した項目）法定以上の育休期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　法定以上の時短勤務制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　法定以上の介護休業制度　
　【３　働き続けやすさ】（削除した項目）離職者状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員の満足度調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員の評価基準の公開
　　　　　　　　　（追加した項目）10年目定着率
　　　　　　　　　　　　　　　　　能力向上促進への諸制度（資格取得支援など）
　　　　　　　　　　　　　　　　　地域限定総合職の有無
　　　　　　　　　　　　　　　　　配偶者の転勤に伴い転勤や休職を認める制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　正規雇用と非正規雇用の転換制度
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